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「後払いサービス」の健全な発展に向けて

プレゼンはやる。プレゼンターはnaokiさんでもどなたかでもよい。
独自性をプレゼンに加える。
信用スコアの外部開放は言わない。CIC接続しなくても多重債務者の保護がで
きることを言えばよい。
（Yuta）片岡からの話。金融制度SGでもmonthly Clearのことが話題に。情報交
換させてほしいとのこと。

技術進展や環境変化
に伴う

TKDA5303
スタンプ



1.メルペイのご紹介



株式会社メルペイのご紹介
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会社設立日

2017年11月20日

オフィス

東京 六本木ヒルズ

従業員数*
＊グループ連結従業員数

約1,650名
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信用を創造して、

なめらかな社会を創る

メルペイのミッション
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メルペイとは

● フリマアプリ「メルカリ」で利用できるスマホ決済サービス。

● 「メルカリ」アプリをご利用のお客様は、「メルカリ」上での取引を通じて保有している売上金を、「メルカ
リ」内での商品購入はもちろん、全国の加盟店で利用可能。
（売上金の利用には、資金移動口座の開設が必要。未開設の場合はポイントを購入して決済。）

● また、銀行口座を登録することで、売上金がなくても銀行口座からチャージ可能。
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メルカリをご利用されているお客様

男性

39%
女性

61%

10-20代

32%

30代

32%

40代

23%

50代以上

13%

● メルカリは年齢・性別問わず幅広いお客様にご利用いただいている。
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出典：ニールセンデジタル  2018年8月31日-9月2日メルカリユーザー調査結果
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メルペイをお使い頂ける加盟店は全国に

Copyright © Merpay, Inc. All Rights Reserved.



8Copyright © Merpay, Inc. All Rights Reserved.

1200万アクティブ

ユーザー/月

メルカリサービスの
売り上げ

銀行口座から
チャージ

後払い / 割賦

金融サービス

メルカリ内
グループ決済

オフライン加盟店
オンライン加盟店

銀行振込

億円/年約5000

※月間利用者数：FY2019 2Q平均、売上金：FY2019 2Q平均実績を元に試算

メルペイの目指す世界観



２．テクノロジーの進展に伴い実現されるサービス



● EC市場では、後払いサービスによる決済額が増加。（ 2017年～2022年で3倍以上の成長見込み）

● メルカリ内でも、現金での支払いを都度せずとも、当月の支払いを翌月末までにまとめて行える「メルカリ

月イチ払い」サービスを提供。購入額ベースでご利用が増加中。

● 主に、メルカリのご利用頻度の高いお客様が利用（お支払いをまとめられる等の利便性）。

後払いニーズの拡大

4200億円

1兆3500億円
（予想）

出典：オンライン決済サービスプロバイダーの現状と将来予測 _2018版

　　 （2018年3月、矢野経済研究所調べ）

EC市場における後払い決済額

（ツケ払い）

主要な後払いサービス
（ECサイトにおける利用）

翌月末

まとめて1回で支払い

銀行口座振込、
コンビニ払い

事前チャージ
不要

銀行口座
登録不要

実店舗で
何回でも決済

当月

10Copyright © Merpay, Inc. All Rights Reserved.

後払いサービスを通じた
キャッシュレス決済の拡大

● コンビニ等の実店舗の決済で

も、後払いの消費者ニーズは

旺盛だと予想される

メルカリ月イチ払いとは

メルペイの目指す世界

● 購入時に月イチ払いを選択頂くだけで、クレジット

カードの登録は不要。

● 利用可能額内であれば購入回数に関わらず利用

可能。メルカリ売上金での後払いも可能。
※ただし、取引ごとに審査あり。

● 翌月末までにまとめてコンビニ払い又は口座引落

としでお支払いいただく。

● コンビニ払いや携帯キャリア決

済利用者



翌月末

まとめて1回で支払い

銀行口座引落とし、
コンビニ払いが利用可能

事前チャージ都度の
入金不要

利用可能額内で
オフライン加盟店で決済

当月

● 「メルカリ」における過去の利用実績を元に、オフライン加盟店での商品購入代金を後払いで支払うことが

できるサービス「メルペイあと払い」を 2019年春頃に展開予定。

（「メルカリ月イチ払い」の名称を変更し、オフライン加盟店での決済にも利用可能範囲を拡大。）

● 売上金やポイントでの支払い以外にも、銀行口座引き落としやコンビニ払いによる支払方法を

選択可能。

メルペイあと払い
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※残高とは、メルカリの売上金やポイント等を指します。



12Copyright © Merpay, Inc. All Rights Reserved.

後払いを安心・安全に使っていただくための措置

１．メルカリの利用実績の活用

２．本人確認によるなりすまし防止

３．不正利用の防止

４．メルカリでの売買による支払い手段の提供

５．全てのお客さまにとって使いやすいアプリ



（円）

● 支払能力
○ 売買履歴
○ あと払いでの購買額　など

● 約束の履行
○ 支払いまでの日数
○ 発送遅延
○ キャンセル率　など

● 本人確認の状況　など

● メルカリに登録されているお客様の情報や、取引（売り・買い両方）の情報、本人確認の状況等に基づい
て、お客様に無理のない利用額の範囲を提示。

● 利用額を適切に設定できるよう、 AI技術を活用。お客様が支払えなくなることを防止。

● また、システムが提示する利用額の範囲内で、お客様自身で上限額を設定可能とするなど、お客様自らが

使いすぎを防止できる仕組みを提供。
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安心・安全のために～①メルカリの利用実績の活用

（信用ランク）

信用ランク毎の未払い率（イメージ）

利用実績データの例 （モデル例）未払い率の高いお客様には
利用限度額を低く設定するよう学習

未払い率

各限度

額を利

用でき

る人数

0~5000 5000~1万 …～N万・・・　　・・・　　　　　　　　　　　　　　　　・・・

分析
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安心・安全のために～②本人確認によるなりすまし防止

● 資金移動口座の開設にあたって、犯罪収益移転防止法に基づく本人確認（ KYC）を実施。

● また、本人確認の状況を利用可能額に反映するとともに、一定額以上の後払いを利用する際の必須
要件とする等により、本人確認が促進されることが期待される。

● これによって、複数アカウントでの「メルペイあと払い」の利用を排除。

● 資金移動口座が開設され、売上金を決済に
直接利用可能。

● あと払いも利用可能。本人確認済みである
ことを、利用可能額の設定に反映。

● 一定額以上の利用可能額も提示可能に。

身分証KYC＋転送不要郵便

+

開始済み（2/13〜）

導入検討  

● 売上金でポイントを購入すれば、決済に利用
可能。

● あと払いは利用可能。

● ただし、利用可能額を一定額未満に限定。

4月開始予定 導入検討中
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● 資金移動口座開設時の取引時確認手段として、銀行接続以外に、段階的に eKYCの導入を検討。本
人確認を促すことで不正利用発生を回避。

KYCなし

KYCあり



● 不正利用防止対策として、決済情報を暗号化するとともに、時限的な決済用コードを都度生成。

● また、スマートフォン端末の盗難やアカウントの乗っ取り等による不正利用防止のため、端末の生体認証等
に加え、決済時の追加認証を実装。高額決済時には暗証番号入力を必須化（ NFC決済）。
また、任意での暗証番号設定を可能に（コード決済）。

● お使いいただける加盟店は、取引種類・取扱商材・特定商取引法上の処分状況・苦情発生状況などを審査
して決定。途上審査も実施。

メルカリ
売上金

コンビニ
入金

銀行からの
リアルタイム

入金

安心・安全のために～③不正利用の防止
«メルペイ加盟店 »(対面)

非接触決済・コード決済
決済用コードは

時限的なものを都度生成

«加盟店»

二月払
購入

あっせん

パスコード

パスコード

後払い
（銀行・コンビニから）

＜論点①＞
国際ブランドが付帯していないク
レジットカード番号等に該当する
と想定される

→当該リスクに応じた必要かつ適
切な措置を講じて管理
（PCIDSS準拠までは不要）

○ 非対面（ネット）決済で
は、決済時にパスコード
を要求。

任意で
パスコード
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高額決済時は
暗証番号

端末の生体認証等

加盟店審査



安心・安全のために～④メルカリでの売買による支払手段の提供

出所 : 会社資料
注:
1. 日本のメルカリ事業の月間出品数及び月間購入数の 2018年6月期第 3四半期における四半期平均値
2. 日本のメルカリ事業の月間ユニーク出品者数及び月間ユニーク購入者数の 2018年6月期第 3四半期における四半期平均値。月間ユニーク出品者数は各月において一回以上出品したことがあるユーザ数、月間ユニーク購入者数は各月において一回以上購入したことがある

ユーザ数
3. 2018年6月期第 3四半期の四半期平均値の 2017年6月期第 3四半期の四半期平均値に対する前年同期比成長率
4. 日本のメルカリ事業の購入・出品重複ユーザの 2018年6月期第 3四半期における四半期平均値。 購入・出品 重複ユーザは同月内にメルカリ上で購入及び出品を行ったユーザ

同月内での購入・出品重複ユーザ(4)

36.7%

55.2%

購入者 出品者

購入者の

出品者の
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購入数

拡大

出品数

拡大

出品者

増加

購入者

増加

購入者(2)

約3.1百万人

出品者(2)

約2.0百万人

出品数(1)

約24.6百万点

購入数(1)

約10.6百万点

+35%(3) 前年

同期比

+26%(3) 前年

同期比
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● メルカリ上でお客様の物品を販売する場を提供することで、あと払いへのお支払いを支援。
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商品を選ぶ 決済画面
月イチ払いを

選択
購入

（例）コンビニ決済（翌
月）

メルカリ月イチ払い

 

（例）

安心・安全のために～⑤全てのお客さまにとって使いやすいアプリ

● スマートフォン決済に必ずしも慣れていないお客様にも分かりやすいサービスを提供。



３．変化するニーズと事業環境

（リスクベースアプローチの必要性）



● 高額品を購入するためのリ

ボ・分割払い
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● 店頭で勧誘

● 物理的なプラスチックカー
ドを発行

新たなサービス従来のサービス

変化するニーズと事業環境
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● 複数の支払いをまとめる

● モバイルペイメントのキャッ
シュイン手段

● 1回の利用額や合計の上限
額が少額

● ネット上で完結

ニーズ

事業環境

● 新たな業態の事業者の存
在を前提とした事業環境の
整備

● 少額の後払いや分割払い
に対する規制の見直し

● スモールスタートのハードル
を下げる事業環境の整備

求められる対応

● 完全ペーパレス化を許容する
規制の見直し

● 新規事業者からの事前相談へ
の対応体制構築等

● 新規事業者による業界全体のセ
キュリティ対策への貢献



４．「後払いサービス」の健全な発展に向けた要望
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（１）新たな技術による過剰与信の防止措置の法的整理
● AIを用いて無理のない利用額の範囲を提示する手法など、新たな技術を用いた過剰与信の防止措置

を、支払可能見込額調査と指定信用情報機関の信用情報の使用に代替する措置として、法律上位置づ
けることができないか。

（２）少額の後払い・分割払いのニーズに合わせた規制の見直し
● 少額のサービスの場合には、（１）の手法を、お客様の支払義務の履行の可能性や債務の状況を確認す

る方法として法律上位置づけることができないか。

● また、少額のサービスの場合、支払い義務を履行いただけない際の契約解除までの期間を短縮できない
か。（スモールスタートの事業者にとって、長い催告期間は資金ショートにつながるおそれ）

（３）新しい種類の事業者の存在を前提とした事業環境の整備
● 法律上、完全ペーパーレスを許容していただけないか。

● 求められる社内体制や、セキュリティ対策等について、新たな業態の事業者の存在を前提に見直すべき
ではないか。
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● KYC含め、全ての手続をメー

ルやアプリ内で処理するサー

ビスが登場。

● 新規事業者が、業登録や団体
加入に先立って、必要な社内
体制の構築などに関して相談
できる体制や参照できる標準
的な資料が必要ではないか。

● 国際ブランドの付帯しないサー
ビスを提供する事業者や、アク
ワイアラ登録しない Pay系事業
者等もクレジット取引セキュリ
ティ対策協議会に参加し、業界
全体の不正対策に貢献すべき
ではないか。

新たなサービスの登場に伴う
事業環境の整備


